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労働安全衛生

2016年度災害発生状況

2016年度、重大災害および重大災害につながる恐れの

ある重要災害の発生は前年度より4件減少しました。また、

重大・重要災害以外の一般災害は、近年海外エリアにおける

報告件数が増加していましたが、継続的な安全活動の推進

を図った結果、従業員の安全意識が向上して、2016年度は

14%減少（前年度比）しました。

安全文化の醸成

これまで、先取りの安全活動として設備・生産プロセスに

関わるリスク低減を図り、2014年度からは安全文化の醸成

にも重点的に取り組んでいます。

会議や打ち合わせ前に行う「安全唱和」が、この2年間で

グループ全体に浸透しました。また、2016年度から自身の

体験談を紹介する「safety talk」を新たに実施し、危険な行

動・状態を察知する感度の向上を図っています。これまで定

期的に行ってきた「安全パトロール」は、危険な箇所を指摘す

る「指摘型パトロール」から、作業者と対話し、改善すべき点

を気付かせる「対話型パトロール」へと進展させました。「指

示されて（言われて）動く」から「自ら動く」へ意識変革を促

し、自立型の安全活動が可能になるものと確信しています。

さらに、2016年6月には、経営層を対象に外部講師による

安全講習会を実施しました。受講した経営層は、引き続き管

理監督者に向けた安全ワークショップを行い、経営理念に基

づき安全を最優先する考えを説きました。安全を各自の課

題として捉え、参加者同士の意見交換を通して理解を深めま

した。

労働安全衛生法の改正への対応

日本では、労働安全衛生法の改正に伴い、化学物質に関

するリスクアセスメントの実施および従業員へのストレス

チェックが義務付けられました。

ケミカルリスクアセスメント（CRA）

これまでもNittoグループでは、「ケミカルリスクアセスメ

ントガイドライン」を制定し、自主的にCRAを実施してきま

した。今回の改正を機に、日本のグループ各社は、規制対象

の640物質だけでなく、社内で使用するすべての化学物質

についてCRAを実施しています。

ストレスチェック

2016年5月から7月にかけて日本のグループ全従業員を

対象にストレスチェックを行いました。結果を受け、高スト

レス者への対応や職場環境の把握・改善に努めています。今

後も働きやすい職場づくりを進め、従業員の健康増進と生

産性向上、企業の健全な発展につなげます。

事故・災害発生ゼロを目指して

2017年度に入り、4月末までに重大・重要災害が5件発生

しました。うち1件は、Nitto構内でグループ外の関係者が

亡くなられるという大変痛ましい交通事故でした。

このような災害を二度と起こさないために、グループをあ

げて「安全対策の実行と意識向上についての取組み」を強化

し、徹底しています。
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ESG課題①

Nittoグループは、「安全をすべてに優先する」という価値観を共有し、事業活動に展開しています。…

一人ひとりが安全で安心して、健康に働ける職場環境を全員参加で築くことが、あらゆる事故・災害をゼロにすると考えます。
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コンプライアンスの徹底

Nittoグループは、法令や内規に限らず、社会的なルール

を守り、企業倫理に則った行動をすることを包括して「コン

プライアンス」と定義し、その遵守を求めます。文化・習慣・

国籍の異なるすべての従業員に向けて16言語に対応した

「ビジネス行動ガイドライン」を配付し、入社時研修を義務

付けています。

役員と管理職を対象に毎年実施するCSRワークショップ

では、コンプライアンスの実践に留まることなく、不正監視

と未然防止の役割を担う自覚を促します。2016年度は、気

をつけなければ法に抵触したり、事故を招きがちな「輸出入

管理」と「情報セキュリティ対策」をトピックに盛り込み、20

か国で計152回のワークショップを開催。2,540人の受講

者に、事例紹介やグループ討議を通じてコンプライアンスの

重要性を説き、理解を深めました。

なお、2016年度は環境や製品管理も含め事業活動に関わ

る法令違反はありませんでした。

企業倫理に関する通報システム

法令違反や倫理問題の早期発見および即時対応のため、

直接NittoのCSR統括部に報告・相談する窓口を設け、連絡

先は「ビジネス行動ガイドライン」に記載しています。上司

やグループ各社の担当部署に相談しにくい内容の場合、グ

ループ従業員であれば誰でも利用できます。また、限定的

ながら第三者機関を介する通報システムも導入しています。

実際に、毎年何件か通報があります。「おかしい」と思ったこ

コンプライアンスと人権啓発活動ESG課題③

企業への社会的要請を忘れ、自らを顧みない姿勢が不祥事を引き起こす温床となります。Nittoグループでは、コンプライアン

スを具体化した「ビジネス行動ガイドライン」を配付し、役員はもとより管理職から従業員に至るまで、事あるごとに立ち返り確

認するよう努めています。さらに、サプライチェーン全体でもコンプライアンスを推進しています。

また、人権啓発もコンプライアンスに含めるべきと考え、「世界人権宣言」を支持する立場から啓発活動を行なっています。

とを率直に言える環境が社風として根付くにつれ、不正の芽

が見逃されない職場になっていくと考えます。

2016年度、商法上の開示義務が生じる問題こそありませ

んでしたが、労務・人権や不正に関する通報は14件ありまし

た。いずれも通報者を保護したうえで関係者へ入念なヒア

リングを行い、解決を図りました。

児童労働と強制労働の禁止

Nittoグループは「ビジネス行動ガイドライン」に児童労働

および強制労働の禁止を明記し、グループ全社に徹底させ

ています。また、Nittoグループとお取引きいただくパート

ナー様に対しても「CSR調達ガイドライン」で遵守をお願い

しており、2017年度から新規取引先がCSRに配慮している

か事前のチェックを開始しました。

なお2016年度、児童労働および強制労働に関する問題は

ありませんでした。

人権啓発活動

「世界人権宣言」を支持するNittoグループは、独自に

「Nittoグループ人権基本方針」を定めています。年度初めと

「世界人権デー」に合わせて年２回、中央人権啓発推進委員

会委員長のメッセージが届けられ、グループ全体に人権擁

護を求めます。

日本では各拠点・グループ会社に人権啓発推進担当者を

置き、定期的に会議や研修会を開催して課題を共有してい

ます。そして各担当者が人権研修などを実施し、全従業員に

対して人権への理解を深める活動をしています。2016年度

は「ダイバーシティ」をテーマにDVD観賞などを取り入れた

研修が、各拠点・グループ会社で実施されました。

また、海外グループにおいても、それぞれの国や地域特有

の人権問題に取り組んでおり、例えば、米国では毎年、管理

職と一般職に分けてハラスメントや嫌がらせ防止の研修を

実施しています。

環境経営

2016年度 環境目標達成状況

Nittoグループは、2018年度までにグループ全体のCO2
排出量を859,000ton/年※、Nitto（単体）におけるトルエ

ン大気排出量を300ton/年とする中期目標を掲げました。

2016年度のCO2排出量は、活動量伸長にも関わら

ず、事業部主体による環境課題への施策が功を奏し、

875,037ton(前年比4.4%増)と前年度に比べて微増に留

めることができました。また、トルエン大気排出量について

も、590ton（前年比0.8%増）と前年度同等の排出量となり

ました。

※	 『Nittoグループレポート2016』に記載した「789,000ton/年」は誤記でし
た。正しくは「859,000ton/年」です。

環境中長期計画（〜2025年度）

Nittoグループは、経営と一体化した環境活動を推進する

ために、社長をはじめ経営層が参加し、グリーンコミッティー

での環境ビジョン策定に向けた協議を進めています。そこで、

2016年度は、CO2排出量、トルエン大気排出量に加え、新た

に廃棄物の削減目標を掲げました。2025年度までに2015

年度比 21％（原単位）減を目標とし、毎年前年度比3%（原単

位）減を目指します。2017年度は、活動の効率性を検討し今

後に活かすべく、グループ全体の廃棄物についてより詳細に

分析し、実態の把握に努めます。

さらにCO2排出量は、2025年度までに2013年度比6.5%

減（730,000ton/年）とする目標を加え、省エネ活動や有機

溶剤回収などに励みます。また、トルエン大気排出量におい

ても、2020年度までに200ton/年とする目標を加えました。

2017年度はこれら目標を達成すべく、42億円を投じて環

境課題に挑みます。

■環境中長期計画

目標 中期 長期

CO2排出量 805,000 ton/年 
（2019年度） 

730,000 ton/年  
（2025年度）

トルエン 
大気排出量 

228 ton/年  
（2019年度） 

200 ton/年  
（2020年度） 

廃棄物削減 原単位3%減  
（前年度比）

原単位21%減  
（2025年度/2015年度比）

環境リスクと機会

事業活動に伴う環境リスク（下表参照）を把握し、適切な

管理のもと、低減に努めています。一方で、これらの環境リ

スクを解決する技術や製品・サービスを提案できればビジ

ネスチャンスを得られます。今後も持続可能な社会に向け

て、課題解決のためにさまざまな提案をし、環境負荷の低減

や環境保護に寄与する事業の展開を志向していきます。

ESG課題②

Nittoグループは、環境基本方針に「豊かな地球を次世代に」を謳います。

法とその精神を遵守し、地域から地球規模まで環境に配慮した誠実な活動を通して、持続可能な社会の発展に貢献します。

予想値

2019年度

2020年度

2025年度

CO2排出量
（Scope 1+2）

目標

◎気候変動
　・地球温暖化
　・異常気象

◎水危機

◎資源枯渇
　・エネルギー
　　資源の枯渇
　・廃棄物の増加

◎生物多様性の
　減少
　・有害化学物質の
　　使用

■CO2排出量目標

■Nittoグループの事業活動に伴う環境リスクと機会

タイでのCSRワークショップの様子
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ダイバーシティ

Nittoグループ約３万人の従業員を俯瞰すると、国籍や文

化、性別、年齢、雇用形態もさまざまですが、Nitto Person

であるためのThe Nitto Wayの実践に努め、各自の能力

を最大限に活かすべく日々邁進しています。そんななか、

2016年度、ダイバーシティ推進の専任組織を設置して「ワー

クライフバランス（仕事と生活の調和）」と「ダイバーシティ

（多様な人財）の活躍支援」を重点に環境を整えています。

Nitto（単体）では、2018年度までに女性の管理職比率を

4%に引き上げるために、女性向けワークショップを開催す

るなどスムーズなキャリアアップ・メソッドを策定中です。

ワークライフバランスについては、育児や介護をしながらで

もしっかり働くことのできる職場づくり、在宅勤務制度導入

など「働き方改革」を進めています。

その他

Nittoグループの人事案件はすべて、「オープン・フェア・

ベスト」の精神に基づいて採用、配置、評価、教育などを行っ

ています。雇用機会均等法の遵守はもちろん、常に公正公

平を旨とし、労働時間についても各国、エリアの労働法規に

従って適正に管理しています。

Nittoと一部のグループ会社で従業員へのアンケート調

査を実施し、従業員の満足度向上に役立てています。また、

従業員の健康を考え、活力溢れる職場づくりのために国内

主要拠点に専門の保健スタッフを配置するなど、健康増進

への取組みを強化しています。

雇用・人財育成ESG課題④

Nittoグループは「人財は最も重要な資産」と位置付けています。グローバル市場で持続的な成長を遂げていくために、従業員

がスキルを磨く喜びを見出す環境づくり、より高度な仕事へチャレンジでき、キャリアアップが図りやすい組織を目指して人財

育成に取り組んでいます。

●従業員：2017年3月31日現在の男女比
●管理職：2017年4月1日現在の男女比
●外国籍の役員：2017年4月1日現在の日本人以外の役員数（兼任含む）
●最低賃金：グループ会社が所在する主要都市の法定最低賃金との比較

※欧州エリアについては、最低賃金の基準・考え方が違うため比較できるものがありませんが、
　地域性および職歴、専門性などを考慮し、適正な賃金で雇用しています。

東アジアエリア

従業員

外国籍の役員 　述べ35人

男性 44% 女性 56%

管理職 男性 73% 女性 27%

最低賃金 Nittoグループ 1.4

米州エリア

従業員

外国籍の役員 　述べ11人

男性 55% 女性 45%

管理職 男性 70% 女性 30%

最低賃金 ニュー
ジャージー州 1

Nittoグループ 1.6

欧州エリア※

従業員

外国籍の役員 　述べ32人

男性 76% 女性 24%

管理職 男性 92% 女性 8% 日本

従業員

外国籍の役員 　述べ2人

男性 81% 女性 19%

管理職 男性 97% 女性 3%

全グループ

従業員

外国籍の役員 　述べ90人

男性 57% 女性 43%

管理職 男性 87% 女性 13%

南アジアエリア

従業員

外国籍の役員 　述べ10人

男性 33% 女性 67%

管理職 男性 66% 女性 34%

最低賃金 タイ・チョンブリ 1 Nittoグループ 1

最低賃金 豊橋 1 Nittoグループ 1.2

上海 1

■Nittoグループの雇用に関するデータ

■教育体系

人財育成

変化の激しい現代の経営環境にあって、旧来型の職位・業

務に応じた定例的な研修だけでは、企業力の優位性が保て

なくなっています。競合ひしめくなか、Nittoグループが持

続的な成長を図るため、シームレスな育成プログラムを新た

に体系化し、職場と連携してNitto Personの輩出に取り組

んでいます。

個人の能力開発のために、おのおのの階級・職能のステッ

プアップに役立つ内容を適時学べるようeラーニングを軸と
したプログラムを用意、拡充するほか、営業や生産技術など

の職務機能ごとに行う研修などさまざまな機会を整えてい

ます。

また、新入社員から管理職に至るまで、各階級に設けた

昇格者研修プログラムがありますが、これを将来の経営

幹部育成を目的として2011年に開講したNitto Global 

Business Academy（NGBA）※と連動させることにしまし

た。立場によらず経営の視座を持たせることで、経営者の

メッセージを感得しやすくなり、グローバルに活躍するリー

ダーが育つことを期待しています。

※	次期経営幹部を育成するExecutiveコース、次期エリア／事業リーダーを育
成するAdvancedコース、次世代リーダーを育成するFutureコースの3つの
コースから成る。

新入社員 一般職 管理職

経営リテラシー

経営理念研修

機能別研修
部門A

部門B

目的別研修

新入社員 一般職 管理職 役員

階層別研修

選抜研修
社外

社内

リーダーシップ、語学など

安全衛生教育、語学研修など

経営理念ワークショップ

部下育成

CSRワークショップ

役員候補研修

NGBA-E

役員教育リーダーシップ研修シンクタンク

管理職研修

NGBA-A

中堅社員研修

NGBA-F

新入社員研修

海外赴任者・トレーニー研修

マーケティング、財務、ロジカルシンキング

専門教育
基礎教育

専門教育

eラーニングで下請法※の意識向上

2016年度、日本の全グループ従業員を対象にeラーニン
グを活用して下請法教育を実施しました。下請法は、親事
業者と下請事業者の取引が公正に行われるよう、また下請
事業者の利益を守るために定められた法律です。法に抵触
する行為を未然に防ぐため、継続して教育を実施し、一人ひ
とりの意識向上とコンプライアンスの徹底を図ります。

※ 下請代金支払遅延等防止法の通称


